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敦賀発電所１，２号機の現況について

平成３０年 ６月 ６日

日本原子力発電株式会社
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本日のご説明内容

敦賀発電所の運営状況について

（１） 敦賀発電所１号機の廃止措置状況について

（２） 敦賀発電所２号機の審査状況について
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原子炉本体等解体準備期間
（９年間）

原子炉本体等解体期間
（９年間）

建屋等解体期間
（６年間）

原子炉本体等以外の解体

廃止措置計画の認可（平成２９年４⽉１９⽇）

原子炉本体等解体準備
原子炉本体等解体

建屋解体

燃料搬出（新燃料搬出及び使⽤済燃料構内移送)

核燃料物質による汚染の除去

核燃料物質によって汚染された物の廃棄

維持管理

（１） 敦賀発電所１号機の廃止措置状況について（廃止措置工事工程）

廃止措置全体 24年間

解体廃棄物推定発⽣量 約19万6千トン（うち放射性廃棄物 約2万トン）

廃止措置費⽤ 約363億円（施設解体費 約241億円、解体廃棄物処理処分費 約121億円）

【参考情報】



3

○敦賀発電所１号機 廃止措置計画について
平成２９年５月から廃止措置工事を開始し、タービン建屋で機材の洗浄水を溜める排水槽

の除染を行い、計画どおり工事を終了しています。平成３０年５月から、タービン・発電機、制
御棒を動かす装置、機械工作室エリア周辺機器の解体工事に着手しました。

（１） 敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
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○敦賀廃止措置プロジェクト推進センターの設置について
平成３０年４月１日、「敦賀廃止措置プロジェクト推進センター」を敦賀発電所に設置し、本

店で行っていた敦賀発電所１号機廃止措置プロジェクトマネジメントを敦賀地区で行うことに
より、敦賀発電所１号機廃止措置の安全かつ効率的な計画・遂行に向けた総合的管理を行
っています。

（１） 敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
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○敦賀発電所２号機 新規制基準への適合性確認審査の申請について

平成２７年１１月５日、新規制基準への適合性確認審査の申請に関し、原子炉設置変更
許可申請書および保安規定変更認可申請書を原子力規制委員会に提出しました。

３回目までの審査会合においては、原子力規制委員会から敷地内破砕帯関係を含む
地質・地盤を優先して審査するとの方針が示され、審査にあたっての「主要な論点（１３項
目）」が提示されました。（１３項目中１１項目が地震・津波関係）

（２） 敦賀発電所２号機の審査状況について

審査会合 開催日 概 要

１回目 平成２７年１１月１９日
原子力規制委員会より、審査の進め方について、敷地内破砕帯
評価と地震動評価を優先して行う方針が示されました。

２回目 平成２８年 １月２６日
当社から申請書の概要を説明しました。敷地内破砕帯について
は「将来活動する可能性のある断層等」でないことを改めて説明
しました。

３回目 平成２８年 ２月 ４日
原子力規制委員会から計１３項目の「主要な論点」が提示されま
した。敷地内破砕帯については、申請時の最新知見に照らして説
明するよう求められました。



6

○敦賀発電所２号機 新規制基準への適合性確認審査の申請について

これらを踏まえて当社は、敷地内破砕帯評価の審査資料を準備し、審査会合の準備が
整ったことから、平成２９年１２月２２日、審査会合（４回目）が開催され、敷地内破砕帯評
価についての実質的な審査が始まりました。審査会合においては、原子力規制委員会か
ら、地震動評価についても説明を行うよう要請があり、これにより、敷地内破砕帯評価と地
震動評価について並行して審査が進められることとなりました。

（２） 敦賀発電所２号機の審査状況について
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○敦賀発電所２号機 新規制基準への適合性確認審査の申請について

平成３０年４月２７日、審査会合（５回目）が開催され、地震動評価についても審査が始ま

りました※。審査会合での指摘に対して検討を進め、地震動評価に関するその他の課題に

ついても今後順次説明を進め、基準地震動について見通しが得られるように対応して参り

ます。

引き続き、原子力規制委員会における新規制基準への適合性確認審査に全力で取り

組んで参ります。

※審査会合（５回目）では、地震動評価に係る課題の一つである「震源が敷地に極めて近

い場合の地震動評価（浦底断層の地震動評価）」について説明しました。

（２） 敦賀発電所２号機の審査状況について


